
所有者特定分科（２６市町）

課題と目的

取組内容

成果

全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業
（一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会）

課題と目的 全国の地方公共団体等が取り組む空き家対策の課題解決のため、専門家との連携の
もとで対応方策を検討し、具体的な課題や効果的な課題解決策等の情報共有、実践
的な空き家対策についての政策提言、及び、検討により蓄積されるノウハウや取組事例
等の周知・普及（情報提供）を目的とする。

取組内容 ・全国空き家対策推進協議会の運営（専門部会等の設置・運営）
・全国の空き家対策の取組事例等の情報収集・整理・情報提供 など

成果 ○空き家対策の実務に関するQ＆A集 ○先任者が初任者に語る空家法の概説
○空家法第10条に基づく空家等の所有者等に関する介護情報の照会文書様式案
○空き家対策に関する財産管理制度活用事例集
○空き家バンクの登録促進に向けたノウハウ集 など

〈構成員〉
○市区町村、都道府県（１，１００団体※）
○連携専門家団体（２７団体※）

○顧問（建築研究所・国総研担当官）

事務局：すまいづくりまちづくり
センター連合会

専門部会等において検討された
成果等を情報提供

取組事例等を収集・整理、及び
情報提供

会長：岡山県総社市
副会長：京都府井手町

企画・普及部会

部会長：岡山県総社市
○市町村（２１団体）
○有識者 ○顧問

※令和４年２月７日時点

部会長：静岡県浜松市
○市町村（３２団体）

所有者特定・
財産管理制度部会

空き家バンク部会

部会長：東京都板橋区
○市区町（４０団体）

○有識者 ○顧問

住宅政策分科会（８市町）

登録促進分科会（２１市町村）

財産管理制度・借地上の空き
家対策分科会（１４市町）

利活用分科会（11市町）

発生抑制・効率的な空き家
対策分科会（１３市町）

発表資料



空き家対策の実務に関するQ＆A集

令和３年度の専門部会に参加する会員団体へのアンケート調査により収集した、空き家対策の
推進する上で空家法以外の法制度の活用・連携や、空き家対策の実務の様々な場面での対応
に関して、現在課題となっていることや、効果的な取組・工夫等の事例に基づいて、Q＆A 形式で
取りまとめた。

目次

はじめに

1. 空き家対策の推進の上で空家法以外の法制度との連携による対応

（１） 所有者等の特定

（２） 所有者等への相談・指導等の対応

（３） 住宅用地特例の適用除外

（４） 相続財産管理人制度の活用

（５） 市街化調整区域内の空家等の利活用

（６） 農地付き空き家の流通促進

2. 空き家対策の実務を効率的・効果的に進める上での工夫

（１） 空き家問題に関する普及・啓発

（２） 空家等の実態調査

（３） 所有者等からの相談への対応

（４） 所有者等の特定

（５） 管理不全空き家の所有者等への対応の依頼

（６） 特定空家等への措置

（７） 管理不全の空家等に対する緊急安全措置

（８） 空き家の利活用

（９） 空き家バンクの運営

空き家対策の実務に関するQ＆A集（一部）



先任者が初任者に語る空家法の概説

空家法に基づく措置措置などの日常業務において空き家対策担当者が対応に苦慮する事項を、
先任者の目線で初任者向けに整理し、実務上の留意点について整理を行い、概説書を作成した。

目次
第１章 空家法の概観

第１節 立法経過
第２節 空家法の概要

第２章 空家等対策計画
第１節 空家等対策計画の役割
第２節 空家等対策計画の概要
第３節 第６条と基本指針
第４節 空き家発生抑制施策の充実

第３章 空家法の措置
第１節 第2条第2項と第14条
第２節 空家等
第３節 特定空家等
第４節 特定空家等に対する措置
第５節 具体的な事案を想定してみよう
第６節 受命者を確知することができない場合
第７節 法定外指導から行政代執行まで

第４章 調査
第１節 第9条第1項と第2項
第２節 平成27 年5 月の質疑応答
第３節 空家等所有者等に関する情報の利用等

第５章 トピックス
第１節 住宅用地特例と空き家問題
第２節 緊急安全措置

第６章 統計資料の活用
第１節 国勢調査
第２節 住宅・土地統計調査
第３節 日本の地域別将来推計人口
第４節 空き家数の将来推計
第５節 住宅・土地統計調査を使ってみよう

第７章 空き家問題

先任者が初任者に語る空家法の概説（一部）



空家法第10条に基づく空家等の所有者等に関する介護情報の照会文書様式案

管理不全空き家の所有者が福祉施設に入所し、所有者等の住所が空き家所在地のままの場合、
介護保険担当部署により照会することで、入所施設や後見人・親族・ケアマネージャーに関する
情報を把握できる可能性がある。そこで、空家法第10条に基づいて、介護保険担当部署に照会
する際の文書様式案を作成した。

介護保険における認定調査票（概況調査）の調査項目と居所情報との関係

分類 調査項目
居所情報
との関係

Ⅰ調査実施者

（記入者）

実施日時

実施場所

記入者氏名 ●

所属機関 ●

Ⅱ調査対象者

過去の認定

前回認定結果

対象者氏名 ★

性別

生年月日

現住所

電話

家族等連絡先

氏名 ●

住所 ●

調査対象者との関係 ●

電話 ●

Ⅲ現在受けてい

るサービスの状

況

在宅利用

（利用サービス種類にチェック）

施設利用

（利用施設種類にチェック）

施設名 ●

住所 ●

電話 ●

Ⅳ特記事項

訪問調査を実施するケア
マネージャー等の情報



空き家対策に関する財産管理制度の活用事例集

会員市区町村における令和２年１０月２日以降令和３年１０月１日までの空き家対策に関する財
産管理制度の活用事例を対象として、申立理由や予納金の額、予納金低額の工夫、制度活用
に際して苦労した点などの事例調書と事例概要の収集を行い、１０３件（相続財産管理制度９３
件、不在者財産管理制度１０件）の事例集を作成した。



空き家バンクの登録促進に向けたノウハウ集

空き家バンクの大きな課題である物件の登録が進まないという問題に対し、所有者が持つ登録
ハードルに対応した登録促進策を検討し、取組の概要や効果、取組における課題を整理した。ま
た、利活用の難しい空き家についての課題と対応策について整理し、併せてノウハウ集としてと
りまとめた。

目次

１．空き家所有者の空き家バンク登録ハードルに

ついて

２．登録に係る心的ハードルの解消に向けた取組

①所有者への働きかけ・地域住民による働き

かけ

②相談会等の実施

③登録のインセンティブの付与

３．物件の取引・登録を円滑に進める取組

①自治体の体制整備（民間事業者との連携）

②家財道具処分に関する補助金交付

③改修に関する補助金交付

４．利活用が難しい空き家の特徴

５．市街化調整区域における空き家利活用の取組

について

①市街化調整区域における運用指針改正の状況

②市街化調整区域の空き家に関する都道府県別

の開発行為の取り扱い

③市街化調整区域における空き家の利活用に関

する取組方策

６．利活用が難しい空き家に対する取組事例

７．民間による空き家バンクによらない空き家の流

通に関する取組事例

空き家バンクの登録促進に向けたノウハウ集（一部）

取組概要 課題解決の方向性 取組詳細 ノウハウ・ポイント・課題

所有者への働
きかけ・地域
住民による働
きかけ

「いつか使う」
「処分することが
面倒」といった根
源的な心的障壁を
取り除く

・自治会長や区長を通じて所有者に問
題意識を啓発する

・集落支援員を通じて相談を受ける
・住民から地区ごとの情報を収集する
・ケアマネージャーを通じて相談を受

けつける

・地域のキーマンを探しアプローチする。
（地域によって異なる）
・会長等の任期の変わり目に会議に参加

し周知する。
・司法書士や弁護士等の相談体制の確立

相談会等の実
施

親族・家族との調
整・相続・権利関
係の整理に向けた
相談により心的障
壁を取り除く

・専門家等に協力を仰ぎ相談会を実施
する

・様々な悩みに対応できるように、複
数の専門家や同時に税に関するセミ
ナー等も開催する

・帰省時期に合わせた開催。
・司法書士、行政書士、土地家屋調査士、

宅地建物取引士、建築士等の参加
・全国からアクセスしやすい相談の必要

性

登録へのイン
センティブの
付与

登録することのメ
リットを感じない
といった心的障壁
を取り除く

・居住誘導区域内の空き家の登録に奨
励金交付

・固定資産税額を基準とした奨励金を
交付

・所有者利用者の両方に奨励金を交付

・使途を制限しない奨励金は受取側は利
用しやすい。

・インセンティブによって居住地誘導が
可能

・専任媒介契約を条件とすることで取引
を円滑化

自治体の体制
整備

買い手がつく見込
みがない、不動産
事業者に取り扱っ
てもらえない物件
の障壁を取り除く

・宅地建物取引業協会支部と協定を締
結、輪番制等で媒介契約を締結

・個社の不動産事業者と協定を締結、
個々に所有者と事業者で媒介契約を
締結

・民間事業者に運営を外部化

・事業者間トラブルを防ぐ
・協定によって自治体の運営にコストの

削減
・担当者との密なコミュニケーションの

必要性
・事業者のやる気の大小に課題

家財道具処分
に関する補助
金交付

家財道具の整理が
できていないと
いった物件の障壁
を取り除く

・登録物件の所有者に対して交付
・補助額はおおよそ１０万円が相場

・登録促進だけでなく成約率も上昇
・個人での処分費用の計上も認める運用

も可能
・登録前の補助が望ましい

改修に関する
補助金交付

老朽化がひどく買
い手・借り手がつ
く見込みがないと
いった物件の障壁
を取り除く

・バンク登録物件の修繕費用を補助
・所有者、利用者のいずれも対象とな

ることが多い
・補助上限は50万円程度。
・空き家利用者側の補助利用が多い

・所有者と利用者の両方を対象とすると
よい

・移住者や子育て世帯、現役世帯を対象
としながらも、町内外いずれも対象と
するとよい

・売主による改修の先行投資の躊躇が課
題


